
令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

（
サ
イ
バ
ー
捜
査
課
）

第
四
十
六
条

サ
イ
バ
ー
捜
査
課
に
お
い
て
は
、
次
の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

サ
イ
バ
ー
事
案
に
係
る
犯
罪
の
捜
査
に
関
す
る
こ
と
。

二

サ
イ
バ
ー
事
案
に
係
る
犯
罪
の
取
締
り
に
関
す
る
外
国
の
警
察
行
政
機
関
と
の
連
絡
に
関
す
る
こ
と
。

（
情
報
技
術
解
析
課
）

第
四
十
七
条

情
報
技
術
解
析
課
に
お
い
て
は
、
次
の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

一

犯
罪
の
取
締
り
の
た
め
の
情
報
技
術
の
解
析
に
関
す
る
こ
と
。

二

サ
イ
バ
ー
事
案
の
防
止
対
策
に
関
す
る
事
務
の
う
ち
技
術
に
関
す
る
こ
と
。

附
則
第
二
項
を
削
る
。

附
則
第
三
項
中
「
第
五
条
第
一
項
」
を
「
第
六
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
を
附
則
第
二
項
と
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

２

警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
二
十
九

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
中
「
第
三
条
第
三
項
」
の
下
に「（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）」
を
加
え
、「
同
法
」
を
削
る
。

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

保
険
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

政
令
第
百
七
十
号

保
険
業
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
附
則
第
一
条
の
二
の
十
四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政

令
を
制
定
す
る
。

保
険
業
法
施
行
令
（
平
成
七
年
政
令
第
四
百
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
八
条
の
五
各
号
中
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

財
務
大
臣

鈴
木

俊
一

附
則
中
第
七
条
を
第
十
条
と
し
、
第
六
条
を
第
九
条
と
し
、
第
五
条
を
第
七
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を

加
え
る
。

（
法
附
則
第
十
四
条
の
四
第
二
項
の
国
庫
が
負
担
す
る
額
の
算
定
方
法
）

第
八
条

前
条
の
規
定
は
、
法
附
則
第
十
四
条
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た

額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
条
第
一
項
中
「
令
和
二
年
度
及
び
令
和
三
年
度
の
各
年
度
」

と
あ
る
の
は
、「
令
和
四
年
度
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

附
則
第
四
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

政
令
第
百
七
十
一
号

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
十
二
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
雇
用

保
険
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
百
十
六
号
）
第
十
五
条
第
三
項
た
だ
し
書
（
同
法
第
七
十
九
条
の
二
の
規
定
に
よ
り

読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、
第
六
十
六
条
第
一
項
第
一
号
イ
、
第
六
十
七
条
の
二
及
び
附
則
第
十
四
条
の

四
第
二
項
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
百
二
十
八
号
）
第
九
十
九
条
第
四
項
第
一
号
、
地
方

公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
百
十
三
条
第
四
項
第
一
号
、
行
政
手
続
法
（
平
成

五
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第
三
十
九
条
第
四
項
第
四
号
並
び
に
特
別
会
計
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
二
十

三
号
）
第
百
三
条
第
四
項
及
び
第
百
四
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
雇
用
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

雇
用
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
五
十
年
政
令
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
の
見
出
し
中
「
第
十
五
条
第
三
項
」
を
「
第
十
五
条
第
三
項
た
だ
し
書
」
に
改
め
、
同
条
中
「
第
十
五
条

第
三
項
」
を
「
第
十
五
条
第
三
項
た
だ
し
書
」
に
改
め
、「
、
国
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
並
び
に
独
立
行
政
法
人
高

齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
が
設
置
す
る
公
共
職
業
能
力
開
発
施
設
の
行
う
職
業
訓
練
（
職
業
能
力
開
発
総

合
大
学
校
の
行
う
も
の
を
含
む
。）の
ほ
か
」
を
削
る
。

本
則
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
法
第
六
十
六
条
第
一
項
第
一
号
イ
の
政
令
で
定
め
る
基
準
）

第
十
五
条

法
第
六
十
六
条
第
一
項
第
一
号
イ
の
政
令
で
定
め
る
基
準
は
、
当
該
会
計
年
度
の
前
々
会
計
年
度
に
お

い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
。
以
下
「
徴
収
法
」
と

い
う
。）第
十
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
差
額
を
当
該
会
計
年
度
の
前
々
会
計
年
度
末
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す

る
積
立
金
に
加
減
し
た
額
が
、
同
項
に
規
定
す
る
失
業
等
給
付
額
等
に
相
当
す
る
額
未
満
で
あ
る
こ
と
。

二

各
月
の
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
た
受
給
資
格
者
の
数
を
平
均
し
た
数
が
、
七
十
万
人
以
上
で
あ
る
こ
と
。

２

当
該
会
計
年
度
の
前
会
計
年
度
に
お
い
て
、
法
第
六
十
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
国
庫
が
負
担
し
た
額
が
あ
る

場
合
に
お
け
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
中
「
加
減
し
た
額
」
と
あ
る
の
は
、「
加
減
し
た

額
に
当
該
会
計
年
度
の
前
会
計
年
度
に
お
け
る
法
第
六
十
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
国
庫
の
負
担
額
を
加
算
し
た

額
」
と
す
る
。

（
法
第
六
十
七
条
の
二
の
政
令
で
定
め
る
場
合
）

第
十
六
条

法
第
六
十
七
条
の
二
の
政
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

当
該
会
計
年
度
に
お
け
る
雇
用
保
険
率
（
法
第
六
十
六
条
第
三
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
雇
用
保
険
率
を
い

う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）が
千
分
の
十
五
・
五
（
徴
収
法
第
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保

険
率
が
変
更
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
千
分
の
十
五
、
同
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
雇
用
保
険
率
が
変
更

さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
千
分
の
十
四
・
五
）
以
上
で
あ
る
場
合

二

当
該
会
計
年
度
の
前
会
計
年
度
に
お
い
て
、
徴
収
法
第
十
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
差
額
を
当
該
会
計
年
度

の
前
会
計
年
度
末
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
積
立
金
に
加
減
し
た
額
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
教
育
訓
練
給
付

額
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
教
育
訓
練
給
付
額
」
と
い
う
。）及
び
同
項
に
規
定
す
る
雇
用
継
続
給
付
額
（
以

下
こ
の
号
に
お
い
て
「
雇
用
継
続
給
付
額
」
と
い
う
。）を
減
じ
た
額
が
、
同
項
に
規
定
す
る
失
業
等
給
付
額
等

か
ら
教
育
訓
練
給
付
額
及
び
雇
用
継
続
給
付
額
を
減
じ
た
額
の
二
倍
に
相
当
す
る
額
を
超
え
な
い
場
合

三

前
二
号
に
該
当
し
な
い
場
合
で
あ
つ
て
、
当
該
会
計
年
度
に
お
い
て
、
受
給
資
格
者
の
数
の
急
激
な
増
加
及

び
労
働
保
険
特
別
会
計
の
雇
用
勘
定
の
財
政
状
況
の
急
激
な
悪
化
が
認
め
ら
れ
る
場
合
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